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【背景】近年、自殺予防対策において、社会全

体で悩みを抱える人に対して、支援できる体制を

整えていく地域づくり型対策としての地域モデ

ルが注目されている。しかし、地域モデルとして

の自殺対策の取組については十分な知見がある

とはいえない。本研究は、ヘルスプロモーション

の手法であるコミュニティ・エンパワメントの技

法を取り入れた地域づくり型の社会的介入の自

殺予防対策における有効性を検討するために実

施した。 

【方法】秋田県A町において、平成23年12月か

ら24年2月にかけてコミュニティ・エンパワメ

ントの技法を取り入れた積極的な社会参加を促

す地域づくり型の介入プログラムを実施した。平

成23年1月1日より9月末日までに自殺者の発

生したA，B，Cの3自治会において、公民館・集

会場を利用し、住民が積極的に集まり地域の問題

点と解決策を考える住民主体の集まる場（機会）

を各3回設定した（月1回、土日祝日に開催）。

C自治会のみ、自殺対策事業としての懇話会を過

去2回実施している。コミュニティ・コーディネ

ーターは自治会長に依頼し、住民への参加の呼び

かけも依頼した。毎回、自殺対策を専門とする研

究者が最初に話題提供を行い、その後でグループ

に分かれワークショップを行った。行政保健師（2

名）はファシリテーターとして参加した。まず初

回はコミュニティの問題や課題を明らかにする

ことを課題とし、「自殺を減らすために私たちが

できること」といった、地域における自殺予防と

関連したテーマについて、住民主体で話し合った。

2回目は、初回で提示された問題や課題を解決す

るためにどうすれば良いか、ビジョンを作り上げ

る（目的や価値観の共有など）ことを課題として、

ワークショップを行った。3回目はテーマについ

て住民主体で、地域のビジョンを検討し、今後の

具体的な活動方針を確認した。初回開始前、およ

び、3回目終了後に簡潔な自記式質問紙調査を実

施し、参加者の意識変化を測定した。各自治会の

参加者数（初回-2回-3回）は、Ａ自治会25-18-20

名、Ｂ自治会 25-21-20 名、Ｃ自治会 21-25-22

名となっており、計3回のプログラム全てに参加

したのは、Ａ自治会10名、Ｂ自治会12名、Ｃ自

治会11名であった。このうち、回答に不備があ

った1名を除く32名について分析した。 

【結果】地域から自殺を無くすことが「できる

と思う」と回答したのは、初回時16名（50.0％）、

終了時20名（62.5％）であった。地域から自殺

を無くすことが「できると思わない」は、初回時

4名（12.5％）、終了時2名（6.3％）であった。

「わからない」は、初回時11名（34.4％）、終

了時10名（31.3％）であった。初回時に「でき

ると思わない」と答えた4名のうち2名は終了時

に「できると思う」と答え、2名は「わからない」

と回答した。初回時に「わからない」と答えた

11 名については、終了時に 5 名が「できると思

う」と回答し、2名が「できると思わない」と回

答した。 

【考察と結論】コミュニティ・エンパワメント

の技法を取り入れた積極的な社会参加と住民同

士の信頼を高める地域づくり型の介入プログラ

ムの実施は、地域のソーシャル・キャピタルを向

上や、住民の自己効力感を高め、安心して自殺と

いう深刻な課題に向き合えるようになることで、

自殺予防対策において非常に有効であると考え

られる。 
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